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復
興
特
別
法
人
税
（
第
五
章
関
係
）

^

納
税
義
務
者

法
人
は
、
基
準
法
人
税
額
に
つ
き
、
復
興
特
別
法

人
税
を
納
め
る
義
務
が
あ
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
二

条
関
係
）

_

課
税
の
対
象

法
人
の
各
課
税
事
業
年
度
の
基
準
法
人
税
額
を
課

税
の
対
象
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
三
条
関
係
）

`

基
準
法
人
税
額

基
準
法
人
税
額
は
、
次
の
法
人
税
の
額
と
す
る
こ

と
と
し
た
。
た
だ
し
、特
定
同
族
会
社
の
特
別
税
率
、

所
得
税
額
控
除
、
外
国
税
額
控
除
、
仮
装
経
理
に
基

づ
く
過
大
申
告
の
場
合
の
更
正
に
伴
う
法
人
税
額
の

控
除
及
び
土
地
の
譲
渡
等
が
あ
る
場
合
の
特
別
税
率

に
関
す
る
規
定
を
適
用
し
な
い
で
計
算
し
た
法
人
税

の
額
と
し
、
附
帯
税
の
額
を
除
く
こ
と
と
し
た
。（
第

四
四
条
関
係
）

\

連
結
親
法
人
以
外
の
法
人

各
事
業
年
度
の
所

得
に
対
す
る
法
人
税
の
額

]

連
結
親
法
人

各
連
結
事
業
年
度
の
連
結
所
得

に
対
す
る
法
人
税
の
額

a

課
税
事
業
年
度

指
定
期
間
（
平
成
二
四
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二

七
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
期
間
を
い
う
。）内
に
最
初

に
開
始
す
る
事
業
年
度
開
始
の
日
か
ら
同
日
以
後
三

年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
期
間
内
の
日
の
属
す
る
事

業
年
度
を
課
税
事
業
年
度
と
す
る
こ
と
と
し
た
。
た

だ
し
、
当
該
指
定
期
間
内
に
設
立
さ
れ
た
法
人
等
特

定
の
事
実
が
あ
る
法
人
の
課
税
事
業
年
度
に
つ
い
て

は
、特
例
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
五
条
関
係
）

d

申
告
、
納
付
及
び
還
付
等

\

法
人
は
、
原
則
と
し
て
各
課
税
事
業
年
度
終
了

の
日
の
翌
日
か
ら
二
月
以
内
に
、
税
務
署
長
に
対

し
、
次
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
の
事
項
を
記
載
し

た
申
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と

し
た
。
た
だ
し
、
課
税
標
準
法
人
税
額
が
な
い
場

合
に
は
、
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
を
要
し
な
い

こ
と
と
し
た
。（
第
五
三
条
関
係
）

イ

当
該
課
税
事
業
年
度
の
課
税
標
準
法
人
税
額

ロ

課
税
標
準
法
人
税
額
に
つ
き
計
算
し
た
復
興

特
別
法
人
税
の
額

ハ

控
除
を
さ
れ
る
べ
き
復
興
特
別
所
得
税
の
額

で
復
興
特
別
法
人
税
の
額
の
計
算
上
控
除
し
き

れ
な
か
っ
た
金
額

]

法
人
は
、
そ
の
課
税
事
業
年
度
の
復
興
特
別
法

人
税
に
つ
き
、
\
ハ
の
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、

復
興
特
別
所
得
税
の
還
付
を
受
け
る
た
め
、
申
告

書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
第

五
四
条
関
係
）

^

\
ロ
の
金
額
を
記
載
し
た
申
告
書
を
提
出
し
た

法
人
は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
に
、
復

興
特
別
法
人
税
を
国
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
し
た
。（
第
五
五
条
関
係
）

_

\
ハ
の
金
額
の
記
載
が
あ
る
申
告
書
の
提
出
が

あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
税
務
署
長
は
、
当
該
申

告
書
を
提
出
し
た
法
人
に
対
し
、
当
該
金
額
に
相

当
す
る
税
額
を
還
付
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
六

条
関
係
）

e

当
該
職
員
の
質
問
検
査
権
及
び
罰
則

当
該
職
員
の
質
問
検
査
権
及
び
罰
則
に
つ
い
て
必

要
な
規
定
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
六
二
条
、
第

六
四
条
〜
第
六
八
条
関
係
）

f

そ
の
他

法
人
税
法
の
規
定
に
準
じ
て
所
要
の
規
定
を
設
け

る
ほ
か
、
復
興
特
別
法
人
税
に
係
る
法
人
税
法
そ
の

他
の
法
律
の
適
用
に
つ
き
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ

と
と
し
た
。（
第
四
一
条
、
第
四
六
条
、
第
五
二
条
、

第
五
七
条
〜
第
六
一
条
及
び
第
六
三
条
関
係
）

b

課
税
標
準

各
課
税
事
業
年
度
の
課
税
標
準
法
人
税
額
を
課
税

標
準
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

各
課
税
事
業
年
度
の
課
税
標
準
法
人
税
額
は
、
各

課
税
事
業
年
度
の
基
準
法
人
税
額
と
す
る
こ
と
と
し

た
。
た
だ
し
、
課
税
事
業
年
度
の
月
数
が
三
六
月
を

超
え
る
法
人
及
び
右
記
a

の
課
税
事
業
年
度
の
特
例

の
適
用
が
あ
る
法
人
の
各
課
税
事
業
年
度
の
う
ち
最

後
の
課
税
事
業
年
度
の
課
税
標
準
法
人
税
額
に
つ
い

て
は
、
特
例
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
七
条
関

係
）

c

税
額
の
計
算

\

復
興
特
別
法
人
税
の
額
は
、
各
課
税
事
業
年
度

の
課
税
標
準
法
人
税
額
に
一
〇
〇
分
の
一
〇
の
税

率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
と
す
る
こ
と
と
し

た
。（
第
四
八
条
関
係
）

]

法
人
が
各
課
税
事
業
年
度
に
お
い
て
課
さ
れ
る

復
興
特
別
所
得
税
の
額
は
、
当
該
課
税
事
業
年
度

の
復
興
特
別
法
人
税
の
額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
と

し
た
。（
第
四
九
条
関
係
）

^

内
国
法
人
が
納
付
す
る
各
課
税
事
業
年
度
の
控

除
対
象
外
国
法
人
税
の
額
が
法
人
税
の
控
除
限
度

額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え
る
金
額
を
、

当
該
課
税
事
業
年
度
の
国
外
所
得
に
対
応
す
る
復

興
特
別
法
人
税
の
額
を
限
度
と
し
て
、
当
該
課
税

事
業
年
度
の
復
興
特
別
法
人
税
の
額
か
ら
控
除
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
〇
条
関
係
）

_

]
及
び
^
に
よ
る
控
除
の
順
序
は
、
ま
ず
外
国

税
額
を
控
除
し
、
次
に
復
興
特
別
所
得
税
の
額
を

控
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
一
条
関
係
）

６

復
興
債
の
発
行
等
（
第
六
章
関
係
）

^

財
政
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

復
興
施
策
に
要
す
る
費
用
（
以
下
「
復
興
費
用
」
と

い
う
。）の
う
ち
平
成
二
三
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予

算
（
第
３
号
）
に
計
上
さ
れ
た
費
用
の
財
源
に
つ
い

て
は
、
当
該
補
正
予
算
を
も
っ
て
国
会
の
議
決
を
経

た
金
額
の
範
囲
内
で
、
公
債
を
発
行
す
る
こ
と
が
で

き
る
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条
第
一
項
関
係
）

_

平
成
二
三
年
度
の
当
初
予
算
に
計
上
さ
れ
た
基
礎

年
金
の
国
庫
負
担
の
追
加
に
伴
い
見
込
ま
れ
る
費
用

を
同
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
お

い
て
東
日
本
大
震
災
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
財

源
を
確
保
す
る
た
め
に
減
額
し
た
経
緯
に
鑑
み
同
年

度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
に
計
上
さ
れ

た
当
該
費
用
は
、
復
興
費
用
と
み
な
し
て
^

を
適
用

す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条
第
二
項
関
係
）

`

平
成
二
三
年
度
に
お
い
て
、
一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
３
号
）
の
作
成
後
に
、
新
た
に
補
正
予
算
を
作

成
す
る
場
合
に
お
い
て
当
該
補
正
予
算
に
復
興
費
用

が
計
上
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
復
興
費
用
の
財
源
に

つ
い
て
、
^

を
適
用
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条

第
三
項
関
係
）

a

平
成
二
四
年
度
か
ら
平
成
二
七
年
度
ま
で
の
各
年

度
に
お
い
て
、
財
政
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
復
興
費
用
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
各
年

度
の
予
算
を
も
っ
て
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額
の
範

囲
内
で
、
公
債
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

し
た
。（
第
六
九
条
第
四
項
関
係
）

b

^

、
`

及
び
a

に
定
め
る
復
興
費
用
の
範
囲
に
つ

い
て
は
、
毎
会
計
年
度
、
国
会
の
議
決
を
経
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条
第
五
項
関

係
）

c

財
政
法
第
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
は
、̂
、

`

及
び
a

に
定
め
る
復
興
費
用
に
つ
い
て
は
、
適
用

し
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条
第
六
項
関
係
）

d

^

か
ら
a

に
よ
り
発
行
す
る
公
債（「
復
興
債
」
と

い
う
。）の
発
行
は
、
各
年
度
の
翌
年
度
の
六
月
三
〇

日
ま
で
の
間
、
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
七
〇
条
関
係
）

e

復
興
債
に
つ
い
て
は
、
平
成
四
九
年
度
ま
で
の
間

に
償
還
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
一
条
関
係
）

７

復
興
特
別
税
の
収
入
の
使
途
等
（
第
七
章
関
係
）

^

平
成
二
四
年
度
か
ら
平
成
四
九
年
度
ま
で
の
間
に

お
け
る
復
興
特
別
税
の
収
入
は
、
復
興
費
用
及
び
償

還
費
用
（
復
興
債
の
償
還
に
要
す
る
費
用
を
い
う
。

以
下
同
じ
。）の
財
源
に
充
て
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七

二
条
第
一
項
関
係
）

_

平
成
二
四
年
度
か
ら
平
成
二
七
年
度
ま
で
の
間
に

お
け
る
財
政
投
融
資
特
別
会
計
財
政
融
資
資
金
勘
定

か
ら
の
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
の
繰
入
金
は
、

償
還
費
用
の
財
源
に
充
て
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
二

条
第
二
項
関
係
）

`

次
に
掲
げ
る
株
式
の
処
分
に
よ
り
平
成
三
四
年
度

ま
で
に
生
じ
た
収
入
は
、
償
還
費
用
の
財
源
に
充
て

る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
二
条
第
三
項
関
係
）

\

３
^

に
よ
り
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
に
所
属

替
を
し
た
日
本
た
ば
こ
産
業
株
式
会
社
の
株
式

]

特
別
会
計
法
附
則
第
二
〇
八
条
第
四
項
の
規
定

に
よ
り
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
に
帰
属
し
た
東

京
地
下
鉄
株
式
会
社
の
株
式

^

３
_

に
よ
り
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
に
所
属

替
を
し
た
東
京
地
下
鉄
株
式
会
社
の
株
式

a

^

か
ら
`

の
収
入
の
ほ
か
、
平
成
二
三
年
度
か
ら

平
成
三
四
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
い
て
、
国
有
財

産
の
処
分
に
よ
る
収
入
そ
の
他
の
租
税
収
入
以
外
の

収
入
で
あ
っ
て
国
会
の
議
決
を
経
た
範
囲
に
属
す
る

も
の
は
、
復
興
費
用
及
び
償
還
費
用
の
財
源
に
充
て

る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
二
条
第
四
項
関
係
）

b

平
成
四
九
年
度
に
お
け
る
復
興
特
別
所
得
税
の
収

入
は
、
ま
ず
償
還
費
用
の
財
源
に
充
て
、
な
お
残
余

が
あ
る
と
き
は
、
復
興
債
以
外
の
公
債
（
財
政
法
第

四
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
発
行
さ
れ
た

公
債
を
除
く
。）の
償
還
に
要
す
る
費
用
の
財
源
に
充

て
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三
条
関
係
）

c

復
興
債
は
、
定
率
繰
入
れ
の
対
象
と
し
な
い
こ
と

と
し
、
各
年
度
の
翌
年
度
の
四
月
一
日
以
後
に
発
行

さ
れ
る
復
興
債
は
、
発
行
価
格
差
減
額
繰
入
れ
に
関

す
る
規
定
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
各
年
度
の

三
月
三
一
日
に
発
行
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
と

し
た
。（
第
七
四
条
関
係
）
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